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序　　　　　文

　中曽根首相（当時）が1983年５月のアセアン諸国歴訪の際、アセアン諸国と科学技術を分かち

合うとの観点からの技術協力を提唱した。本構想に基づき、1983年11月から12月にかけて、東京

で開催された高級事務レベル会合及び閣僚会議で協力内容が討議され、これを受けて1987年、本

プロジェクトがインドネシア共和国において発足するに至った。

　インドネシア共和国科学技術院（LIPI）応用物理研究開発センター（P3FT）をフォーカルポ

イントとし、ほかに、同応用化学研究開発センター（P3KT)、バンドン工科大学（ITB)、工業

省セルロース工業研究開発研究所（BBS)、同繊維工業研究開発研究所（BBT）が参加し、高分

子材料に関する、一次構造解析・高次構造解析、物性評価、性能評価等の技術移転を目的として、

1987年から1992年にかけて５年間のプロジェクト方式技術協力が実施された。

　プロジェクト終了後も、1993年から1999年にかけて通産省国際研究協力事業（ITIT）によっ

て我が国との協力関係は継続され、プロジェクトによって技術移転された研究能力や供与機材を

基盤として、インドネシア共和国側の研究活動は自立的発展を遂げている。今後、更に研究能力

を持続的に向上させ、国内及びアセアン地域内における研究機関、教育機関等との共同研究の推

進や研究成果の共有化を図るために、インドネシア共和国政府は、供与機材の修理、スペアパー

ツの供与、研修員受入れ等について、アフターケア協力を我が国に要請してきた。

　本要請を受けて、国際協力事業団は、2000年２月16日から２月26日まで、通商産業省工業技術

院物質工学工業技術研究所高分子化学部部長 浅井 道彦氏を団長とするアフターケア調査団を現

地に派遣した。本調査団は、プロジェクト終了後の研究活動の状況や機材の現況を調査するとと

もに、アフターケア協力の内容についてインドネシア共和国側関係機関と協議を行い、ミニッツ

の書名・交換を行った。

　最後に、本調査の実施に際し、ご協力とご支援を賜った関係機関の各位に対し、深甚なる謝意

を表すとともに、協力実施に向けたご支援をお願いする次第である。

　平成12年３月

国際協力事業団

理事　泉　堅二郎
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第１章　調査団派遣

１－１　調査団派遣の背景と経緯

　インドネシア共和国（以下「インドネシア」と記す）高分子材料（特性解析）研究プロジェク

トは1983年に当時の中曽根首相が提唱した日本・ASEAN科学技術協力（ASEAN諸国と科学技

術を分かち合うための構想）の一つとして発足した。1987年に討議議事録（R／D）が署名され、

インドネシア科学技術院（LIPI）応用物理研究開発センター（P3FT）をフォーカルポイントと

し、ほかに、同応用化学研究開発センター（P3KT)、バンドン工科大学（ITB)、工業省セルロー

ス工業研究開発研究所（BBS)、同繊維工業研究開発研究所（BBT）が参加し、高分子材料に関

する一次構造解析・高次構造解析、物性評価、性能評価等の技術移転を目的として、1987年から1992

年にかけて５年間協力が実施された。

　プロジェクト終了後も、1993年から1999年にかけて通産省国際研究協力事業（ITIT）によっ

て我が国との協力関係は継続され、プロジェクトによって技術移転された研究能力や供与機材を

基盤として、インドネシア側の研究活動は自立的発展を遂げている。

　今後、更に研究能力を持続的に向上させ、国内及びASEAN地域内における研究機関、教育機

関等との協力関係を構築して、共同研究の推進や研究成果の共有化を図るために、供与機材の修

理、スペアパーツの供与、研修員受入れ等について、本件アフターケアの要請があったものであ

る。

１－２　調査団派遣の目的

　LIPI応用物理研究開発センターを中心にプロジェクト参加機関の活動内容や供与機材の活用

状況を調査のうえ、以下の項目について調査を行い、アフターケア協力内容を検討してミニッツ

に取りまとめる。

　(1) 機材の供与（修理、更新、消耗品、スペアパーツ）

　(2) 研修員の受入れ

　(3) 短期専門家あるいはメーカー技術者等派遣の必要性

１－３　調査団の構成

分　野 氏　名 所　属

団長・総括 浅井　道彦
通商産業省工業技術院物質工学工業技術研究所高分子化学部
部長

研究協力 渡辺　　寧
通商産業省工業技術院物質工学工業技術研究所高分子化学部
主任研究官

協力企画 宮田　尚亮 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第一課 職員
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１－４　調査日程

日付／時間 移動及び業務

１ ２月16日 水 10：55／16：25 成田→ジャカルタ（JL725）

２ ２月17日 木  9：00 JICAインドネシア事務所打合せ

午　後 LIPI表敬、調査方針説明

16：30／19：22 ジャカルタ→バンドン

３ ２月18日 金 午　前 P3FT表敬、関係各機関との全体協議

午　後 バンドン工科大学化学科（ITB-KI）表敬、協議

バンドン工科大学物理学科（ITB-FI）表敬、協議

４ ２月19日 土 午　前 P3FTとの協議

５ ２月20日 日 資料整理

６ ２月21日 月 午　前 BBT表敬、協議

午　後 BBS表敬、協議

７ ２月22日 火 午　前 P3KTとの協議

午　後 P3FTとの協議

８ ２月23日 水 午　前 P3FTとの協議

午　後 P3FTとの協議

14：30／16：30 バンドン→ジャカルタ

９ ２月24日 木 午　前 ミニッツ案作成

午　後 LIPIにてミニッツ署名

10 ２月25日 金 午　前 国家開発企画庁（BAPPENAS）報告・交換

15：00 在インドネシア日本大使館報告

16：00 JICAインドネシア事務所報告

23：45 ジャカルタ→（JL726）

11 ２月26日 土  8：35 成　田

１－５　主要面談者

　(1) インドネシア科学技術院（LIPI）

　　Mr. Arujuno Brojonegoro Deputy for Humanities and Social Sciences

　　Dr. Anung Kusnowo Deputy for General Affairs

　(2) 応用物理研究開発センター（LIPI-P3FT）スルポンセンター

　　Dr. Bambang Subiyanto Head of Material Physics Division

　　Mr. Suharwadoi Head of Administration Division

　　Dr. Wiwik S. Subowo Principal Researcher



-3-

　(3) 応用化学研究開発センター（P3KT）

　　Dr. Syalnil Ahmad Researcher

　(4) バンドン工科大学化学科（ITB-KI）

　　Dr. Cynthia R Head of Chemistry Department

　(5) バンドン工科大学物理学科（ITB-FI）

　　Dr. Hmi Mingphi Researcher

　(6) 繊維工業研究開発研究所（BBT）

　　Dr. Zuboidi Head of Polymer Labo.

　(7) セルロース工業研究開発研究所（BBS）

　　Dr. Wieke Protiwi Researcher

　　Dr. Neusy Amsu Researcher
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第２章　調査結果概要

２－１　プロジェクト終了後の成果

　本プロジェクトは1987年から1992年にかけて実施されたものであるが、プロジェクト終了後、

下記の成果が発現していることが確認された。

　(1) インドネシア高分子学会（IPA）の発展

　(2) IPA学会誌の発行（1998年創刊。年２回のペースで現在３号まで発行）

　(3) ドクター７名の輩出

　(4) 供与機材の学生による積極的活用、及び他研究所等による利用の促進

　(5) 研究成果の日本規格協会（JSA）日本化学工業協会における活用

　(6) 特許の登録（1992年：日本として初の外国との共同出願。1996年：登録）

２－２　アフターケア協力の実施

　２－２－１　協力の必要性

　　機材の管理状況及び使用状況については、おおむね良好であることが確認されたが、各機関

の研究能力の一層の向上のためには、一部機材について本アフターケアプロジェクトにおいて

下記の対応をとることが適当であると判断された（ただし、予算の制約等の理由により、すべ

てには対応できない可能性もある）。

　(1) スペアパーツの供与（インドネシア側要請数　17アイテム）

　(2) 現存機材の修理（同８アイテム）

　(3) 現存機材の交換（同５アイテム）

　２－２－２　実施スケジュール

　　対処方針では2000年４月１日からのプロジェクト開始を予定していたが、JICAインドネシ

ア事務所と協議の結果、正式要請書の提出までに要する時間を勘案し、2000年６月１日からと

後ろ倒しにすることとした。

　２－２－３　実施体制

　　インドネシア側の実施体制については、応用物理研究開発センター（P3FT）をフォーカル

ポイントとし、各種要請フォーム（A1、A2、A3、A4フォーム）の提出、及び供与機材のイ

ンドネシア国内での輸送について、同センターが責任をもって実施することを確認した。
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　２－２－４　留意事項等

　　本アフターケアプロジェクトについての正式要請書が国家開発企画庁（BAPPENAS）でと

まっているため、プロジェクト開始予定日（2000年６月１日）までに日本政府に提出されるよ

う督促が必要である。

　　修理機材の一部については、修理の前段階の作業としてメーカーによる詳細調査が必要とさ

れるが、日本から派遣可能な技師（専門家）数には限りがあるので、JICAインドネシア事務

所のフォローアップ事業として現地に代理店があるメーカーからの技師派遣による対応が望ま

れる。

２－３　今後の見通し

　２－３－１　正式要請書

　　岩渕個別専門家（LIPI）によると、正式要請書はBAPPENASの担当部局（Bureau of Marine,

Aerospace Environment, Science and Technology）を既に通過しており、内容についての実

質的審査は終了している。今後はBAPPENAS内の事務手続きを残すのみである。

　２－３－２　スペアパーツ、リプレース対象機材

　　現地調査結果を基に機材情報シートを作成している。

　　今後は、JICS（日本国際協力システム）に仕様書作成を依頼し、見積価格が判明した時点

で予算内に収まるよう調整を行うこととする。

　２－３－３　修理対象機材

　　現地調査結果を基に国内メーカーと連絡をとった結果、４社５アイテムについては現地から

の技師派遣が可能であることが判明している（付属資料２参照)。

　　今後は、インドネシア事務所においてフォローアップ事業としての採択を検討することと

なっており、そのために必要な情報提供を日本国内から適宜行うこととする。

　　なお、日本からの技術派遣については短期専門家として派遣することとする。

　２－３－４　各種要請フォーム（A1、A2、A3、A4フォーム）

　　調査団訪問時に、カウンターパート研修及び機材供与についてはその骨子が固まったため、

A2、A3及びA4フォームの提出をインドネシア側に依頼している。

　　専門家派遣については、派遣計画について日本側案が固まった時点でインドネシア側に通報

することとしており、それに基づいてA1フォームを提出するよう依頼している。





付　属　資　料

１．ミニッツ

２．機材技師派遣リスト

３．調査対処方針

４．アフターケアプロジェクト要請書

５．本体プロジェクト供与機材リスト
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